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Ⅰ 趣旨 

加古川市では、本年３月に策定した「加古川西市民病院跡地活用計画」に基づき、民間活用

ゾーンに医療法の規定に基づく病院、介護保険法に基づく介護老人福祉施設（特別養護老人ホ

ーム）等の施設を整備・運営する民間事業者の誘致を实施し、早期に効果的な土地利用を实現

するため、民間事業者の公募を实施します。 

 

Ⅱ 概要 

１．名称 

加古川西市民病院跡地活用事業者募集 

 

２．主催者及び事務局 

(1) 主催者  兵庫県加古川市（以下「市」という。) 

(2) 事務局  市企画部政策企画課 

〒675-8501 兵庫県加古川市加古川町北在家 2000 番地 

TEL(079)427-9765 FAX(079)424-1370 

E-mail：seisaku@city.kakogawa.lg.jp 

 

３．提案対象地 

(1) 所在位置図  ※朱線内が対象地 
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(2) 事業対象土地・建物 

所在及び交通 加古川市米田町平津 384 番 1 ほか 
ＪＲ：宝殿駅下車、北へ徒歩８分 
車：加古川バイパス加古川西ランプ下車、南側すぐ 

土地面積 民間活用ゾーン：20,696.80 ㎡ 

所在 加古川市東神吉町西井ノ口字沖田 

地番 地目 公簿地積 分筆後地積（予定） 

378 番 5 の一部 宅地  10,526.28 ㎡ 

379 番 2 の一部 宅地  0.17 ㎡ 

所在 加古川市西神吉町岸字遠町 

地番 地目 公簿地積  

67 番 3 宅地 48.15 ㎡  

所在 加古川市西神吉町岸字川原田 

地番 地目 公簿地積 分筆後地積（予定） 

141 番 10 の一部 宅地  1,374.16 ㎡ 

所在 加古川市米田町平津字沖田 

地番 地目 公簿地積 分筆後地積（予定） 

384 番 1 の一部 宅地  8,748.04 ㎡ 

分筆後地積（予定）と記載の地番については、平成 28年７月より法務
局手続きを实施し、公簿地積、地番等が確定次第公表するものとする。 

建物概要 本館    13,477.67 ㎡ 
昭和 53 年建築、平成 17年一部増築 ※耐震性能不足 
鉄筋コンクリート造地下１階付８階建 

別館    10,141.48 ㎡ 
平成７年建築 
鉄筋コンクリート造７階建 

中央診療棟 7,529.29 ㎡ 
平成 20 年建築 ※免震構造 
鉄筋コンクリート造地下１階付４階建 

その他   526.94 ㎡ ※倉庫、物置、機械室等 
 

既存施設 建物は全て現状有姿のまま引き渡すものとする。 
ただし、不動産として付随しない施設（動産）については、建物の引

き渡しまでに撤去されるものとする。 

 

(3) 主な法規制等 

法令 対象区域等 備考 

都市計画法 市街化区域 

用途地域：第一種住居地域 

建ぺい率   60％ 

容積率  200％ 

高度地区：第４種高度地区 

防火・準防火地域：指定なし 

－ 

宅地造成等規制法 指定なし 市内全域指定なし 

文化財保護法 周知の埋蔵文化財包蔵地の範囲

外 

試掘調査は市にて实施 

結果は７月下旪公表予定 

土壌汚染対策法 土壌汚染調査 未調査 地歴調査は市にて实施済 

結果は詳細資料にて配布予定 

 

※ 主な法規制については、提案対象地について調査したものである。 

※ 提案者の責任において、法規制については確認すること。 
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(4) 主なインフラ施設等 

前面道路 北東側：西井ノ口 41 号線 幅員約 6.3m 

南東側：西井ノ口歩行者道１号線 幅員 2.2～3.5m 

西井ノ口 42 号線 幅員約 9.5～15.2m 

（幅約 2.5m の水路を介す） 

北西側：西井ノ口１号線 幅員約 5.5～6.0m  

    岸 10 号線 幅員約 4.5m 

雨水排水 本管敷設 なし 

※ 現況、敷地中央の水路及び南東側水路に排水している。 

※ 現況、中央診療棟駐車場の敷地は、本提案に係る募集用地の範

囲外となる現在の中央診療棟駐車場の敷地も含め、一体で雨水排

水が為されている。 

汚水排水 本館 

市道岸 10 号線に埋設された汚水本管に排水 

 

別館 

市道岸砂部線に埋設された汚水本管に排水 

※ 現況、加古川西公民館駐車場（本提案に係る募集用地の範囲

外）に宅地内排水管が埋設されている。 

 

中央診療棟 

市道岸砂部線に埋設された汚水本管に排水 

※ 現況、中央診療棟駐車場（本提案に係る募集用地の範囲外）

に宅地内排水管が埋設されている。 

 

上水道 引込済 既設道路埋設の市上水道配水管に接続 

（メーター100 ㎜１箇所（引継対象物件）） 

都市ガス 本館 

市道岸 10 号線に埋設されたガス本管から引込 

 

別館 

市道岸砂部線に埋設されたガス本管から引込 

※ 現況、加古川西公民館駐車場にガス管が埋設されている。 

 

中央診療棟 

都市ガスの引込なし 

電気 引込済 周辺に関西電力柱有 

敷地内に関西電力設置物件有（引継対象物件） 

※ 必要に応じて関西電力と協議を实施すること。 

※ 提案者の責任において、インフラ施設の詳細については調査すること。 

 

(5) その他 

① 敷地内外ともに越境物は特に認められない。 

② 過去資料及び聴取によると、地域は地下水の水位が高い地域である。 

③ 加古川西市民病院施設管理者によると、地下１階ボイラーの配管にアスベストが使用さ

れているとの聴取を得ている。 

④ 本館の附属建物に浄化槽跡が存している。 

⑤ 別館の施設のうち吸収式冷凍機等の設備の一部は更新が必要である。 
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４．提案内容 

事業対象土地・建物における施設の整備及び運営に関する具体的な事業計画とし、提案にあ

たっての要件及び具体的な提案内容は、以下のとおりとする。 

 

＜提案にあたっての要件＞ 

(1) 都市計画法、建築基準法、医療法、介護保険法、福祉のまちづくり条例等、国、県、市の

関係法令等を遵守すること。 

 

(2) 提案内容は、「加古川西市民病院跡地活用計画」の内容と整合し、その趣旨を反映した全体

事業概要、施設配置計画等であること。 

 

(3) 提案内容は、次の①から⑤に掲げる条件を全て満たし、具体性の高い内容とすること。 

① 施設内に医療法の規定に基づく病院を整備し、開設後、少なくとも 10年間は安定的、継

続的に医療を提供すること。なお、病院の整備にあたっては、兵庫県保健医療計画等の制

約及び策定中の兵庫県地域医療構想の内容を踏まえること。 

② 地域医療機関や加古川中央市民病院との間で紹介、逆紹介等相互に補完し合えるような

診療機能及び連携体制を有すること。 

③ 施設内に介護保険法の規定に基づく介護老人福祉施設（80 床以下）（以下「特別養護老

人ホーム」という。）を整備し、開設後、少なくとも 10 年間は安定的、継続的にサービス

を提供すること。なお、特別養護老人ホームの整備にあたっては、第６期加古川市介護保

険事業計画（平成 27～29 年度）の制約を踏まえること。 

④ 提案者は、市から土地・建物の引き渡しを受けた後、速やかに必要な改修等を行い、事

業を開始すること。 

⑤ 提案対象地の建物のうち、別館及び中央診療棟については引き続き活用することとし、

本館については十分な耐震性能が確保されていない建物であるため、本館に附属する建物

も含め解体すること。 

 

(4) 事業対象土地・建物を次の用途に使用してはならない。 

① 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第２号

に定める暴力団その他反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用する等公

序良俗に反した用途。 

 

(5) 施設機能の提案にあたっては、以下の点に留意すること。 

① 周辺の施設や地域のまちづくり等との調和に留意した提案とすること。 

② 病院及び特別養護老人ホーム以外の施設（以下「その他施設」という。）については、「健

康・医療・福祉の向上」につながる提案を含めることが望ましい。 

 

(6) その他の留意事項 

① 提案する事業内容を实施することが可能な者で提案者を構成すること。 

② 最低売却価格を下回る提案をしないこと。 

③ 水路等の公共用地に存する建築物及び工作物等は、基本的に全て解体撤去することとし、

復旧等の方法については関係機関等と協議すること。 
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＜具体的な提案内容＞ 

(1) 全体事業概要（事業コンセプト、事業概要、推進体制等） 

(2) 施設配置計画（土地利用計画、施設配置平面図、施設改修計画等） 

(3) 施設の整備・運営計画（事業主体の实績、事業計画、管理計画等） 

(4) 事業スケジュール（優先交渉権者決定から施設運営開始までのスケジュール） 

(5) 資金計画等（概算事業費・概算工事費、資金調達計画、収支計画等） 

※ 詳細についてはⅣ２を参照すること。 

 

＜最低売却価格＞ 

５００，５５０，０００円（税込） 

 

５．募集・選考の日程 

(1) 募集要項の公表 平成 28 年 5 月 20 日（金） 

(2) 現地説明会参加申込の受付 平成 28 年 5 月 23 日（月）～平成 28 年 6 月 13 日（月） 

(3) 現地説明会 平成 28 年 6 月 15 日（水） 

(4) 質疑受付 平成 28 年 5 月 23 日（月）～平成 28 年 6 月 17 日（金） 

(5) 質疑回答 平成 28 年 6 月 24 日（金）予定 

(6) 参加表明書等の提出 平成 28 年 5 月 20 日（金）～平成 28 年 6 月 10 日（金） 

(7) 参加資格審査結果の通知 平成 28 年 6 月 20 日（月）予定 

(8) 提案図書の提出 平成 28 年 6 月 27 日（月）～平成 28 年 7 月 25 日（月） 

(9) 資格審査結果の通知 平成 28 年 8 月 1 日（月）予定 

(10) プレゼンテーションの实施 平成 28 年 8 月中旪迄に实施予定 

(11) 審査結果の通知、発表 平成 28 年 8 月下旪予定 
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Ⅲ 提案者の資格等 

１．提案者資格 

(1) 提案者は、自ら提案対象地の土地及び建物の所有権を取得して提案事業を行うことができ

る法人又は複数の法人で構成するグループとすること。 

(2) グループにより提案する場合には、グループの代表法人を定めること。 

(3) 提案者の構成員は、他の提案者の構成員になることはできない。 

(4) 提案者（グループによる提案の場合は全ての構成員）は、次の要件を全て満たすこと。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当していないこと。 

イ 市の指名停止基準に基づく指名停止を受けていないこと。 

ウ 会社更生法（平成 14年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て（旧会社更生法（昭

和 27 年法律第 172 号）に基づくものを含む。）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）

に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと（ただし、更生計画認可決定又は再

生計画認可決定がなされている場合はこの限りでない。）。 

エ 直近２箇年の法人税、法人住民税、消費税、地方消費税及び法人事業税等について滞納

していないこと。 

オ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第２号

に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員若しくは加古川市における暴力団の

排除の推進に関する条例（平成 24 年条例第 1号）第２条に規定する暴力団関係者でないこ

と。 

(5) 市が本事業に係るアドバイザリー業務を委託している企業及びその協力会社（以下「アド

バイザー企業」という。）である者でないこと。 

また、アドバイザー企業と資本面若しくは人事面において次に掲げるア～オのいずれかに

該当する者でないこと。 

ア アドバイザー企業の発行済み株式の 50％を超える株式を所有していること。 

イ アドバイザー企業の資本総額の 50％を超える出資をしていること。 

ウ アドバイザー企業が、発行済み株式の 50％を超える株式を所有していること。 

エ アドバイザー企業が、資本総額の 50％を超える出資をしていること。 

オ 代表権を有する役員が、アドバイザー企業の代表権を有する役員を兼ねていること。 

《アドバイザー企業》株式会社オオバ 

(6) 参加資格の確認基準日は、参加表明書等の受付日とする。 

(7) 参加資格の審査は事務局にて行う。事務局は募集要項に記載された提案者が満たすべき提

案者資格の要件について審査し、その結果を提案者（グループの場合は代表法人）に対し平

成 28年 6月 20 日（月）を目途に E-Mail で通知する。 

 

２．失格事由 

提案者が以下のいずれかに該当すると市が判断した場合は、その提案者は失格となる。 

なお、提案内容の審査により優先交渉権者として決定した場合でも、当該失格事由に該当す

ることが判明した場合は失格となり、決定を取り消すものとする。 

(1) 提出書類に虚偽の記載があった場合 

(2) 提出書類に不備があり、補正が困難である場合 

(3) Ⅲ１の提案者資格の条件に違反した場合 

(4) 「加古川市病院跡地活用事業者選定委員会 (以下「選定委員会」という。)」及び「加古川

市介護保険運営協議会（以下「介護保険運営協議会」という。）の構成員へ審査における便宜

を図ることを依頼する等、審査の公平を害する行為があった場合 

(5) その他不正行為があった場合 
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Ⅳ 提案の要領 

１．提案手続き 

提案の手続きは、次のとおりとする。 

※ グループによる提案の場合は、代表法人が諸手続を行うこと。 

※ 特別養護老人ホームの整備については、別冊「特別養護老人ホーム整備法人募集要項（平

成 28年）」に基づき、市介護保険課と事前協議等を行うこと。 

(1) 募集公告、募集要項の公表 

① 日時 

平成 28 年 5 月 20 日（金）から、事務局窓口で配布するとともに、市ホームページに掲

載する。 

なお、様式集及び資料集の窓口配布は行わないので、市ホームページからダウンロード

すること。 

URL:http://www.city.kakogawa.lg.jp/jigyoshanokatae/nyusatsukeiyaku/buppin_gyomui

taku_poropoto/nishibosyuu.html 

(2) 現地説明会の開催 

① 日時 

平成 28 年 6 月 15 日（水）14時 00 分から 

② 場所 

加古川西市民病院 

※ 参加申込の受付後、日時、場所等の詳細については別途連絡する。 

※ 現地は運営中の病院であるため、配慮すること。 

③ 定員 

１法人につき３名まで（ただし、申込状況により調整することがある。） 

※ 参加は、応募する資格を有する法人等に限る。 

④ 参加申込受付 

受付期間：平成 28年 5月 23 日（月）から 6月 13 日（月）まで 

   参加しようとする者は、現地説明会参加申込書（様式４）を FAX 又は E-Mail

にて事務局へ提出すること。 

また、必ず電話で着信確認を行うこと。 

⑤ その他 

その他資料の詳細データを必要とする者に対しては、現地説明会当日に機密保持に関す

る誓約書（様式 17）の提出と引き換えに詳細データを収録した CD-R を貸与する。 

なお、グループにより参加する者にあっては、原則として代表法人に貸与するものとす

る。 

※ 事前に詳細データの貸与を希望する者には、参加表明書等の受付日以降に機密保持

に関する誓約書を事務局に持参して提出すれば貸与するものとする。 

 

(3) 質疑応答 

① 質疑の受付 

ア 期間 

平成 28 年 5 月 23 日（月）から平成 28年 6月 17 日（金）まで 

イ 提出先 

 事務局 

② 質疑の方法 

質疑の要旨を質疑書（様式５）にまとめ、FAX 又は E-Mail で提出すること。口頭、電話

等による質疑は受け付けない。 

また、必ず電話で着信確認を行うこと。 

③ 回答 

回答は、平成 28 年 6 月 24 日（金）までに回答する。回答については、市ホームページ

に掲載し、個別の質問者への連絡は行わない。 
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(4) 応募者は、次に定めるところにより、参加表明をしなければならない。 

① 参加表明書等の受付期間 

平成 28 年 5 月 20 日（金）から平成 28年 6月 10 日（金）まで（土日を除く。） 

各日、午前 8時 30分から午後 5時 15 分まで 

② 提出先 

事務局 

③ 提出書類 各１部 

ア 参加表明書（様式１） 

イ 参加表明者の概要資料（会社概要を記したパンフレット等でも可） 

ウ 参加表明に係る誓約書（様式２） 

エ 暴力団排除に関する誓約書及び役員等名簿（様式３） 

オ 印鑑証明書 

カ 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 

キ 国税の納税証明書 （未納の税額がないことの証明書）※直近２箇年 

ク 地方税の納税証明書（未納の税額がないことの証明書）※直近２箇年 

※ グループによる提案の場合は、全構成員について、上記イ～クの書類を提出すること。 

※ 地方税については兵庫県税及び加古川市税を対象とするが、加古川市税の納税証明に

ついては、納税証明書に代えて市税確認承諾書（様式 18）を提出すること。 

なお、加古川市内に事業所がない等の理由で兵庫県及び加古川市に対する納税義務が

ない場合、本社所在地の納税証明書に代えるものとする。 

④ 参加表明の方法 

参加を表明しようとする者は、提出書類を事務局へ持参又は書留郵便で郵送すること。

書留郵便の場合は、上記期間内に必着のこと。 

⑤ 参加表明の取り下げ 

原則、参加表明の取り下げはできない。 

ただし、やむを得ない事情により参加表明を取り下げる場合は、提案図書提出期限まで

に文書（任意様式）で届け出ること。 

⑥ 参加構成員の変更 

参加表明後に代表法人以外の構成員に追加及び変更が生じた際には、事務局に連絡の上、

その理由を付して提案図書提出期限までに参加資格審査が済ませられるよう変更後の参加

表明書（様式１）を提出すること。 

また、その際には参加表明書と同時に③のイ～クの書類も提出すること。 

 

(5) 提案図書の提出 

① 資格 

提案図書の提出は、参加表明を行い、参加資格が認められた者に限り行うことができる。 

② 提案受付期間 

平成 28 年 6 月 27 日（月）から平成 28年 7月 25 日（月）まで（土日祝日を除く。） 

各日、午前 8時 30分から午後 5時 15 分まで 

※ 提案図書の提出にあたっては期限を遵守すること。期限後の提出は一切受け付けな

い。 

③ 提出先 

事務局 

④ 提案の方法 

Ⅳ２(1)の提出書類を事務局へ持参又は書留郵便で郵送すること。書留郵便の場合は、上

記期間内に必着のこと。 

⑤ 提案数 

１提案者につき１提案とする。 

⑥ 費用負担 

  提案に要する費用は、全て提案者の負担とする。 
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２．提案図書 

(1) 提出書類 

 提出書類一覧 様式 備考 

１ 提案申込書 様式６  

２ 提出書類チェックシート 様式７  

３ 法人の定款又は寄付行為の写し 任意様式 グループによる提案

の場合は、全構成員に

ついて提出すること。 

※ 所定様式につい

ては、平成 28 年 5

月 1日以降発行のも

の。 

４ 直近３箇年の決算書 

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、 個別

注記表、事業報告書等） 

任意様式 

５ 提案事業と同等（又は類似）の事業实績例 任意様式 

参

加

表

明

時

に 

提

出

済

の

資

料 

印鑑証明書 所定様式 

法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 

国税の納税証明書 

地方税の納税証明書 

※ 加古川市の納税を証明する場合は、市税確認承諾書 

（様式 18）を提出すること。 

６ 事業計画提案書   

(1) 全体事業概要書 

① 事業コンセプト（事業の理念や運営方針） 

② 事業概要（事業の内容、運営する主な施設の概要等） 

③ 事業推進体制（グループによる提案の場合：事業分

担計画、土地所有権及び建物所有権の持分割合等） 

様式８  

(2) 施設配置計画 

① 土地利用計画図 

② 施設配置平面図 

③ 施設改修計画 

④ その他必要な図面等（交通計画、環境保全計画等） 

様式９  

(3) 病院施設の整備・運営計画 様式 10  

(4) 特別養護老人ホームの整備に係る関係書類 別冊「特別養護老人ホーム整備法人募

集要項（平成 28 年）」に従い調製す

ること。 

(5) その他施設の整備・運営計画 様式 11  

(6) 全体の事業スケジュール 

優先交渉権者決定～施設運営開始までのスケジュール 

任意様式 Ａ４用紙 

又はＡ３用紙 

(7) 資金計画等 

① 概算事業費内訳書・資金調達計画書 

② 概算工事費内訳書 

③ 年度別収支計画書 

 

様式 12 

様式 13 

様式 14 

 

(8) その他提案事項 

① 雇用増加、人口増加等の効果 

② エリア全体のまちづくりへの寄与等 

様式 15  

７ 土地・建物購入申出価格調書 様式 16  必ず封印して提出す

ること。 
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(2) 提出部数  正本１部、副本８部 

        ※ 特別養護老人ホーム整備に係る関係書類は提出部数が異なるため、別冊

「特別養護老人ホーム整備法人募集要項（平成 28年）」を確認すること。 

 

(3) 作成要領 

① 書式 

提出書類一覧に掲げる「６ 事業計画提案書」は、用紙に指定がある場合を除き、Ａ４用

紙片面、縦づかい、横書きの文書を基本とする。 

② 文字の大きさ 

事業計画提案書に使用する文字の大きさは 10.5pt 以上とする（図表内、注釈等は除く。）。 

③ 使用言語及び単位 

使用言語は日本語とし、数字はアラビア数字、単位はメートル法を用いる。 

④ 使用通貨 

日本国通貨とする。 

⑤ 事業計画提案書には、目次及び各項の下部中央部に通し番号（ページ番号）をつけ、片

面印刷とし、左側ファイル綴じで提出すること。 

⑥ 事業計画提案書の表紙中央に「加古川西市民病院跡地活用事業者募集提案書」と記載し、

その下部に提案者名を記入すること。 

 

(4) 提案図書について 

① 著作権 

提案図書の著作権は、提案者に帰属する。 

② 提案図書の取扱い 

提案図書は必要に応じて公開することがある。 

また、提案図書は返却しない。 

③ 募集要項の承諾 

提案者は、提案申込書の提出をもって、本要項の記載内容等に承諾したものとみなす。 

④ 提案の無効に関する条項 

提案者が次のいずれかに該当する場合、その者が行った提案は無効とする。 

ア 本募集要項に違反した場合 

イ 著しく信義に反する行為を起こした場合 

ウ 虚偽の記載のある提案を行った場合 

エ その他提案のあった計画を遂行するにふさわしくないと市が認めた場合 

⑤ 提案の修正 

誤字等を除き、提案図書提出後の内容変更及び追加は、原則として認めない。 

ただし、やむを得ない事情があると市が認めた場合は、内容変更及び追加を認めること

がある。 
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Ⅴ 提案上の留意点等 

国、県、市の法令等を遵守し、特に次のことに留意すること。 

なお、記載の内容は提案者の責任において確認すること。 

 

１．上位計画及び活用方針 

(1) 「兵庫県都市計画区域マスタープラン（東播磨地域）」、「加古川市総合計画」、「加古川市都

市計画マスタープラン」等に合致する計画であること。 

(2) 平成 28 年 3 月に策定した「加古川西市民病院跡地活用計画」に合致する計画であること。 

 

２．造成 

(1) 土地利用に係る造成工事は事業者の負担とする。 

(2) 提案対象地には地下構造物が在していることが確認されている。撤去時には関係機関等と

協議して、安全を確保する等適切な処理を实施すること。 

(3) 造成工事を实施する際には防災に配慮した施工計画を立案、实施すること。 

 

３．道路整備 

(1) 土地利用に係る道路の整備が必要な場合は事業者の負担とする。 

(2) 市道に係る工事を必要とする際には道路法上の申請を实施すること。 

(3) 必要に応じて都市計画法に基づく開発許可申請を行う場合は、開発許可基準等に沿った計

画とすること。 

ただし、事業者の決定後、市開発指導課及び道路管理者と協議することは妨げない。 

 

４．上下水道整備 

(1) 土地利用に係る上下水道設備の整備が必要な場合は事業者の負担とする。 

(2) 原則として整備にあたっては、既存埋設配管を活用すること。新たな整備の必要が生じた

場合においては事業者の負担とする。 

(3) 加古川市上水道配水管は敷地の北西道路、北東道路の一部、南東道路の一部に本管が敷設

されている。計画流量、本管引込等については適正に申請を实施すること。 

(4) 必要に応じて加古川市上水道の分担金が発生することに留意すること。既得権については

メーター口径 100 ㎜分を同時に事業者に移転するものとする。 

(5) 加古川市公共下水道本管は敷地の北西道路、北東道路、南東道路の一部に敷設されている。

計画流量、本管取付等については適正に申請を实施すること。 

(6) 別館及び中央診療棟の汚水排水については、隣接する公民館駐車場と中央診療棟駐車場を

通過して市道岸砂部線に敷設されている公共下水道に接続されており、自己所有地の中で公

共下水道に接続できるようにする必要があることに留意すること。 

 

５．電気、ガスその他インフラ整備 

(1) 土地利用に係る電気、ガスを含むインフラストラクチャーの整備が必要な場合は事業者の

負担とする。 

(2) 電気については関西電力柱から引込を实施している。土地・建物の所有権の移転と併せ遅

滞なく名義変更を实施すること。 

また、敷地内に関西電力の設置物件が存しており、それに係る契約も引き継がれることに

留意すること。変更の必要がある場合には、事業者の責任において関西電力と協議すること。 
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(3) 本館のガスについては北西道路に埋設された大阪ガスの本管から引込を实施している。 

また、別館のガスについては市道岸砂部線に埋設された大阪ガスの本管から、隣接する公

民館駐車場を通過して引込を实施している。 

そのため、公民館駐車場を介さず、自己所有地の中でガス本管に接続できるようにする必

要があることに留意すること。 

また、土地・建物の所有権の移転と併せ遅滞なく名義変更を实施すること。 
 

６．雨水、治水対策 

(1) 土地利用に係る雨水、治水対策に係る費用は事業者の負担とする。 

(2) 流域については加古川市公共下水道計画を原則とするが、計画流量上の問題がなければ変

更も可能とする。その場合は、市治水対策課と事前に調整を行うこと。 

(3) 総合治水条例（平成 24 年兵庫県条例第 20 号）に基づき、関係機関と協議の上、各事業地

内において、事業者の負担で調整池及び雨水排水設備を整備する場合があることに留意する

こと。 

(4) 現状、病院敷地内に雨水の調整機能を持った調整池、貯留槽等は有していない。 

(5) 新たに土地の造成等に伴い整備等を行う際には地域の浸水被害を防止するための雨水の貯

留や浸透能力の向上に配慮すること。 

(6) 雨水、治水対策の整備等を行う上で、地元水利組合等との調整が必要となる場合があるこ

とに留意すること。 

(7) 病院中央を流れる水路には、雨水幹線（西部 2-1 号）としての整備計画がある。 

(8) 雨水幹線計画用地は提案対象地に含まれていないが、雨水幹線計画用地内にある建築物及

び工作物（通路床板橋及び地下埋設物（雨水等配管）を除く。）等は全て撤去すること。 

なお、撤去後は市治水対策課と協議を行い、日常管理を考慮した状態で復旧すること。 

また、雨水幹線計画用地との境界に擁壁や境界ブロック等の構造物を設置し、境界を明示

すること。 

(9) 雨水幹線計画用地については、法定外公共物として占用許可が必要となることに留意する

こと。 

(10) 市が雨水幹線を整備した後は下水道法が適用されるため、占用の必要があれば許可申請を

市上下水道局下水道課へ提出すること。 
 

７．法定外公共物関連 

(1) 現状、水路（用悪水路）が敷地中央を通っており、敷地を２つに分割していることに留意

すること。 

(2) 中央診療棟南東側の水路には、駐車場進入路の床板が占用していることに留意すること。 

(3) 現状、占用許可を取得している占用物件については、通路床板橋及び地下埋設物（雨水等

配管）のみ既存の占用許可を継続するものとして取り扱うこととし、新設する際には新たに

占用許可が必要となることに留意すること。 

(4) 占用している建築物及び工作物等が不用となった場合、事業者の費用において撤去すること。 

(5) 水路の占用については、新設又は継続に関わらず占用料を納付する必要があることに留意

すること。 

(6) 新規で占用が発生する場合、市治水対策課と協議し、手続きを实施すること。 

また、新規申請の場合には、渡り廊下等の建築物や駐車場は占用が認められないことに留

意すること。 

(7) 占用区間において、構造機能や水利機能の改善が必要となった場合は、市治水対策課と工

法等を協議の上、事業者の負担で対策を講じること。 
 

８．用地関連 

(1) 民間誘導ゾーンの面積は分筆後の予定面積で表示しているため、登記後は確定面積となる

予定である。 

なお、分筆登記については、平成 28 年 7 月中を予定している。 
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９．建築確認関連 

(1) 現状、西市民病院は建築基準法上、一敷地に用途上不可分の複数棟の建築物が建築されて

いることに留意すること。 

(2) 本館の解体、別館、中央診療棟、その他建築物の増改築、敷地の分割等にあたっては、建

築基準法を満たす計画とし、適正に手続きを实施すること。 

(3) 本館を解体撤去した場合、中央診療棟においては中央監視装置及び中央監視装置に関連し

て消防設備、電話機能を喪失することに留意すること。 

(4) 本館を解体撤去した場合、別館においては受電に関連して、上下水道、空調、給湯、コジ

ェネレーション等の設備が維持不可能となることに留意すること。 

また、中央監視装置に関連して消防設備、電話機能を喪失することに留意すること。 

 

１０．開発関連 

(1) 事業計画の内容によっては、都市計画法に基づく開発許可が必要となることに留意するこ

と。 

(2) 必要に応じて加古川市開発事業の調整等に関する条例に基づく手続きを实施すること。 

(3) 開発事業は加古川市開発事業の調整等に関する条例第７条に規定するまちづくり方針（同

条例第２条第 14 号を参照）及び生活環境等配慮ガイドラインに適合したものとすること。 

 

１１．土壌汚染関連 

(1) 一定規模（3,000 ㎡）以上の土地の形質の変更の届出の際に、土壌汚染のおそれがあると

加古川市長が認めるときには、土壌汚染対策法による土壌汚染調査の实施が必要になる。 

なお、土壌の汚染が確認された場合には、汚染の除去等が必要となることに留意すること。 

(2) 土壌汚染対策法における地歴調査は市が实施した結果を詳細資料として貸与する（貸与予

定時期：参加表明書等の受付日から現地説明会の日までの間）。 

なお、必要に応じて土壌汚染対策法における届出義務が発生することに留意すること。 

(3) 汚染の除去等が必要となった場合、事業者に引き渡されるまでの間に生じた原因による対

策費用は市の負担とする。 

ただし、その対策の詳細については事業者と市で協議を实施するものとし、その協議期間

による事業遅延により事業者に損害が生じた場合、市はその損害を補償しないものとする。 

 

１２．その他 

(1) 事業を实施する際には事業者の責任において各種法令上の許認可を取得する必要があるこ

とに留意すること。 

(2) 必要に応じて加古川市景観まちづくり条例に基づく大規模建築物等の届出を实施すること。 

また、新築のみならず増築、改築、大規模な修繕や模様替え、外観の過半にわたる色彩の

変更等においても条例が適用されるため留意すること。当該地区は一般地区にあたる。 

(3) 必要に応じて兵庫県屋外広告物条例に基づく手続きを实施すること。 

(4) 必要に応じて兵庫県環境の保全と創造に関する条例に基づく手続きを实施すること。 

(5) 提案対象地は周知の埋蔵文化財包蔵地ではないが、市において試掘調査を实施する。結果

については平成 28年 7月下旪頃に公表する予定である。試掘調査の結果、新たに埋蔵文化財

が確認された場合は、工事实施時に手続き等が必要となるため、その際の取扱いについては

市文化財調査研究センターと協議すること。 

(6) 地域の環境保全や良好な景観形成に配慮すること。 

(7) 解体撤去、造成等の工事、施設の整備及び稼働にあたっては、周辺環境（騒音、振動等）

に悪影響を及ぼすことのないよう十分に配慮すること。 

(8) 再生可能エネルギー設備や省エネルギー設備の導入等、環境負荷の軽減に配慮すること。 
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Ⅵ 審査及び優先交渉権者の決定 

１．審査方法等 

(1) 審査方法 

① 募集要項に定める要求事項との整合等が図られているかどうかの審査（以下「資格審査」

という。）及びプレゼンテーションを含めた本審査を实施する。資格審査は事務局において

審査し、本審査は選定委員会において審査する。 

なお、特別養護老人ホームについては、別途介護保険運営協議会において審査する。 

② 選定委員会は非公開とする。 

③ 選定委員会が審査に必要があると認めるときは、提案者に対して提案内容についての説

明や資料を求める場合がある。 

④ 選定委員会は、全体事業概要、施設配置計画、施設の整備・運営計画、事業スケジュー

ル、資金計画等の提案内容と提案価格を総合的に評価する。 

⑤ 事業提案をより良いものとするため、提案者に対して、選定委員会から提案内容につい

て意見を付すことがある。 

⑥ 選定委員会の審査を経て、市が優先交渉権者を決定し、次点の者を次順位優先交渉権者

として選定する。 

なお、提案の内容によっては、第３順位優先交渉権者まで選定することがある。  

(2) 資格審査 

資格審査の審査項目は、次のとおりとする。 

審査項目 審査内容 

募集要項に定める要求事

項との整合等 

① 本募集要項に定める方法において作成されているか 

② 法令又は条例違反に該当していないか 

③ 募集要項に定める各種の要求事項を満足しているか 

※ 資格審査に合格しなかった提案は、本審査の対象とならない。 
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(3) 本審査 

資格審査に合格した提案者に対し、提案内容に関するプレゼンテーションの場を設ける。

時期、開催場所については、提案の受付終了後に連絡する。 

なお、提案者が１者のみの場合も審査を行う。審査項目のうち１項目でも著しく評価の低

い項目がある場合には、優先交渉権者を選定しないことがある。 

審査項目 主な審査の視点 

１．病院の地域医療へ

の貢献度 

① 回復期等の患者の受け入れに対応でき、高齢者や地域の医療需要

に配慮した診療科、医療機能等の提案がなされているか 

② 病院の運営について経験・实績が十分にあるか 

③ 病院で受診を希望する患者への配慮、地域医療機関や加古川中央

市民病院との連携体制、医療機能面の配慮は適切か 

④ 兵庫県保健医療計画等を踏まえ、实現可能と見込まれる内容にな

っているか 

⑤ 安定的・継続的に医療を提供できる实施体制・収支・資金調達計

画等となっているか 

２．福祉等の向上に対

する貢献度 

① 特別養護老人ホームの審査 

※ 介護保険運営協議会における審査結果を参酌する 

② 「健康・医療・福祉の向上」につながるその他施設の提案、及び

他機関との連携に配慮した提案がなされているか 

特に、地域包括ケアシステムの实現に向けた取組の提案が望まし

い 

③ その他施設の運営について経験・实績が十分にあるか 

④ 許認可等が必要なその他施設を整備する場合、实現可能と見込ま

れる内容になっているか 

⑤ 安定的・継続的にその他施設のサービスを提供できる实施体制・

収支・資金調達計画等となっているか 

３．事業者としての安

定性・信頼性 

① 安定的・継続的に施設を保有し、運営できる实施体制・収支・資

金調達計画等となっているか 

② 提案施設と同等（又は類似）の实績があるか 

③ 事業实施のスケジュールは適切か 

４．周辺地域等への配

慮 

① 周辺環境との調和がとれ、施設利用者への配慮が十分になされて

いるか 

② 地域住民との交流など、地域に開かれた施設運営を行う計画とな

っているか 

５．経済波及効果 ① 従業員の地元採用など、市民の雇用増加が期待できるか 

② その他、人口増や関連産業の誘引効果等が期待できるか 

③ 提案された売却価格による市の収入が期待できるか（提案価格） 

６．総合評価 ① 総合的にバランスのとれた提案となっているか 

② 提案書の内容やプレゼンテーション全体を通じて、意欲的な姿勢

が認められるか 

③ 周辺施設の状況及び提案必須要件である医療・福祉機能を踏ま

え、エリア全体のまちづくりに寄与する提案がなされているか 
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２．結果の通知及び公表 

(1) 資格審査の結果は、審査対象となった提案者全員に平成 28年 8月 1日（月）を目途に E-Mail

で通知する。 

ただし、グループによる提案の場合は代表法人に対して通知する。 

また、審査に際し事務局が必要と認めるときは、説明や追加資料の提出を求める場合があ

る。 

(2) 本審査の結果は、審査対象となった提案者全員に平成 28年 8月下旪を目途に文書で通知す

る。 

ただし、グループによる提案の場合は代表法人に対して通知する。 

(3) 優先交渉権者に選定された提案者（グループの場合は全ての構成員）の名称とその提案内

容の概要、提案者数等を市ホームページで公表する。 

(4) 決定理由、結果に関する問い合わせ、異議等については一切応じない。 
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Ⅶ 基本協定、譲渡契約、土地引渡等 

具体的な手続きの流れは、以下のとおりとする。時期については予定であるが、極力スケジ

ュールに沿うよう、優先交渉権者は市と協議を实施するものとする。 

 

 

           優先交渉権者決定後の手続きフロー（案） 

 

  

平成 29 年 1 月末 

平成 28 年 10 月下旪迄 

平成 28年 10 月中旪迄 

平成 28 年 12 月 

平成 28年 12 月下旪迄 

平成 29 年 1 月末迄 

平成 29 年 1 月末 

平成 28 年 8 月下旪 

平成 28 年 9 月上旪 

優先交渉権者決定・公表（審査結果通知） 

基本協定の協議 

基本協定の締結 

土地建物譲渡契約の協議 

土地建物譲渡仮契約の締結 

加古川市議会に議案提出 

土地建物譲渡契約の締結（議決された場合） 

土地・建物代金の決済 

土地・建物引渡し 

所有権の移転登記 

各種許認可の取得・工事着手 

1 ヶ月以内 

病院及び特別養護老人ホーム等の開設 

10 日以内 

1 ヶ月以内 

1 週間以内 

1 年以内 

平成 29 年度以降 
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１．基本協定 

基本協定の概要は以下のとおり予定している。 

ただし、優先交渉権者と市との協議により変更することもある。 

(1) 基本協定の締結 

優先交渉権者は、審査結果通知を受領してから10日以内に、契約に係る基本的事項を定める基本

協定を市と締結し、土地建物譲渡契約内容、事業計画、施設整備・運営の詳細等に係る協議を開始

すること。 

優先交渉権者が上記期日までに基本協定を締結しない場合は、当該優先交渉権及び土地建物譲渡

契約等の締結を辞退したものとみなす。 

この場合、審査結果に従い、次順位優先交渉権者を繰り上げて優先交渉権者とする（第３順位優

先交渉権者を繰り上げた場合の取り扱いも同様とする。）。 

なお、協議期間について、市がやむを得ないと認めるときは、協議期間を延長する場合がある。 

(2) 基本協定の主な項目 

① 土地建物譲渡契約等に関する事項 

② 提案した事業計画に基づく事業の实施に関する事項 

③ 事業計画変更が必要な場合の規定 

④ 優先交渉権者の責務及び市との役割分担並びに協力関係 

⑤ その他事業推進にあたって必要と認める事項 

(3) 事業計画の変更申出 

① 優先交渉権者からの事業計画の変更申出 

優先交渉権者は、本募集要項を遵守し、自ら提案した事業計画に基づき、関係機関との協議及

び地元調整等を行い、自らの負担と責任において、円滑かつ確实に事業を实施すること。 

ただし、優先交渉権者の決定後、法制度の改正や関係行政機関からの指導等やむを得ない理由

により提案した事業計画を変更する必要が生じた場合は、優先交渉権者は市に対し提案趣旨を損

なわない範囲での変更を申し出ることができる。 

また、事業内容の向上等を目的とした変更については、優先交渉権者はこれを市に対し提案す

ることができる。 

なお、いずれの場合も、変更の可否は市が判断する。 

② 市からの事業計画の変更申出 

市は、必要に応じて優先交渉権者に対して事業計画の一部変更等を申し出ることができる。こ

の場合、市と優先交渉権者が協議して変更の可否を決める。 

(4) 優先交渉権者の辞退 

優先交渉権者は合理的な理由なく辞退はできない。 

優先交渉権者が合理性を欠く理由による辞退により市が損害を受けた場合、市は優先交渉権者に

対しその損害の賠償を請求できる。 
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２．土地建物譲渡契約 

(1) 仮契約及び本契約について 

土地建物譲渡契約については、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第６号及び財産

の取得又は処分に関する条例（昭和39年加古川市条例第17号）第３条の規定により、加古川

市議会の議決を得る必要がある。 

このため、優先交渉権者と市で協議が整った後、市議会の議決後に本契約を締結する旨の仮契約

を締結する。 

ただし、市議会で否決された場合には、本契約は締結できない。 

なお、上記により本契約締結に至らなかった場合、仮契約書に貼付した収入印紙代等、市議会で

否決されるまでに当該契約に関して優先交渉権者が要した費用、その他優先交渉権者に生じた損害

については、優先交渉権者の負担とする。 

(2) 土地・建物譲渡価格 

土地・建物は原則として提案された価格での譲渡とする。 

(3) 契約保証金 

優先交渉権者は、土地建物譲渡契約の締結時に、加古川市財務規則（昭和44年加古川市規則第13

号）第99条の規定に基づき、別途定める契約保証金を市に納付しなければならない。 

 (4) 仮契約及び本契約の主な特約 

仮契約及び本契約には、次の特約を付すので、これらの定めに従うこと。 

① 契約対象物件は、施設整備完了後、最低10年間提案内容に基づく用途に供するものとし、市の

承認なしに、他目的での利用及び第三者への転売・転貸等を禁じることとし、この取り扱いに違

反したときは、市は契約対象物件の買戻しをできるものとする。 

ただし、エンドユーザーへの販売等を含む提案内容である場合は、転売・転貸等を禁じないこ

ととする。 

② 上記①の条件の遵守状況を確認するために、市は、随時、施設の利用状況等について实地調査

を行うことがあるが、正当な理由なく、調査を拒み、妨げ、又は忌避してはならない。 

③ 上記①の特約に違反した場合は、別途定める違約金を支払うこと。 

④ 契約締結後、契約対象物件に数量の不足、その他隠れた瑕疵があることを発見した場合におい

ても、市はその損害の種類・程度にかかわらず責任を負わない。 

⑤ 契約対象物件について、契約締結日から引渡日までにおいて、市の責めに帰すことのできない

理由により、当該物件に滅失、毀損等の損害を生じたときは、その損害は優先交渉権者の負担と

する。 

(5) 事業者の決定 

優先交渉権者は、本契約の締結をもって、事業者となる。 
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３．土地・建物の引渡し 

(1) 所有権の移転 

所有権の移転については、本契約後１ヶ月以内に契約対象物件の全額（契約保証金を除いた残額）

が入金された後に行い、市において所有権の移転登記手続きを行う。 

(2) 土地・建物の引渡し 

所有権の移転登記手続きが完了した後、現地立会いの上、引渡し時の現状有姿にて土地・建物を

引き渡す（図面等と現況が相違している場合は、現況が優先する。）。 

所有権の移転後、事業者を義務者として課される公租公課等は、事業者の負担とする。 

(3) 工事着工時期等 

病院及び特別養護老人ホームについては、兵庫県保健医療計画等及び第６期加古川市介護

保険事業計画（平成27～29年度）の制約を踏まえて整備すること。 

なお、事業者は、原則として、土地・建物の引渡し後１年以内に工事着工を行い、施設の全部又

は一部について５年以内に施設整備を完了させるとともに、事業の運営を開始すること。 

ただし、やむを得ない事情があると市が認めた場合は、その期間を延長する場合がある。 

 

４．費用負担 

所有権の移転登記に必要な登録免許税等、本契約の履行に必要な費用は、事業者の負担とする。 

 

５．契約の解除及び買戻し特約 

(1) Ⅶ２(4)①に定める指定期間に関し、事業者が同項に記載した義務に違反した場合、市は、本契約の解

除又は譲渡物件の無償での買戻しをすることができる。 

(2) 譲渡物件の買戻しについては、所有権の移転登記に付記して買戻権（買戻し特約）を設定する。

指定期間が満了し、かつ、その期間中に用途指定違反の事实がないことが確認されたときは、事業

者からの買戻し特約の解除請求に基づき、買戻し特約の登記を抹消する。 

 

６．違約金 

市が本契約の解除又はⅦ５の譲渡物件の買戻しを行う場合は、別途定める違約金を徴収する。 

また、事業者は自己の費用負担において、土地・建物を引き渡し前の原状に回復して返還する。 

ただし、事業者からの申し入れがあり、かつ市が了承した場合において、引き渡し前の原状回

復義務を免除することができる。 

 

Ⅷ その他注意事項 

(1) 事業を進めるにあたり、関係法令、募集要項、提案書記載の内容を遵守するとともに、事

業实施に必要な許認可等の法手続きは、事業者自らの責任と負担で行うこと。 

ただし、市が必要に応じて協力することは妨げない。 

(2) 事業を進める上で必要な周辺住民等への説明及び対策については、事業者自らの責任と負

担で適切に行うこと。 

(3) 本募集要項に記載されていない事項は、添付資料及び質疑回答に基づくものとする。  

また、これら以外に市から新たな条件等を示す必要が生じた場合は、その指示に従うこと。 


